（様式１）

スーパーヨット誘致PR動画制作業務　企画提案応募申請書


令和 　年 　月 　日


兵庫県知事 齋藤元彦 様
郵便番号
住所
名称
代表者職氏名 　　　　　　　　　

スーパーヨット誘致PR動画制作業務企画提案募集要項に基づき、下記のとおり関係書類を添えて応募します。
[bookmark: _GoBack]なお、同要項「４ 応募資格」に規定する応募資格を全て満たしていることを誓約します。

記

１ 提案者概要（様式２）
２ 企画提案書
□ 企画提案書（様式３－１）
□ 映像素材一覧（様式３－２）
３ 経費積算見積書（様式４）
４ 誓約書（様式５）
５ 同種又は類似事業の実績の内容がわかるもの(様式任意)
６ 添付書類
□ 定款又は寄付行為（法人格を有していない場合は、規約等これに類する書類）
□ 登記簿謄本（法人格を有していない場合は、名称、所在地、設立年月日、代表者の氏名及び住所、目的、資産の総額を記載した書類）（提出の日において発行から３ヶ月以内のもの）
□ 会社概要等、応募者の概要が分かる書類
□ 申請日が属する会計年度の前年度の決算書類（事業報告書、賃借対照表、損益計算書等）
（以下は、本県の入札参加資格がない方が該当します。）
□ 県税（個人県民税及び地方消費税を除く）に係る徴収金（延滞金等の附帯金を含む）の滞納がないことを証する納税証明書（納税証明書（３））（提出の日において発行から３ヶ月以内のもの）
※本県での課税実績がない場合は、誓約書（様式６）をご提出ください。


（様式２）

提案者概要

提案者名：　　　　　　　　　　
	本社の所在地
	

	担当者
	所属・氏名
	

	
	連絡先
	

	
	E-mail
	

	創立年月日
	

	従業員数
	

	主な事業内容
	

	関連・類似事業の実績
（過去３年間）
	


※枠内に収まらない場合は、枠を拡張するか、任意の様式（Ａ４サイズ）により別途、提出してください。



（様式３－１）

企画提案書

提案者名：　　　　　　　　　　
	実施体制
（１）映像
　　①組織体制（スタッフの人数、役割、専門分野等）
　
　　②スケジュール





※事業を遂行するための組織体制や事業計画等について記入してください。

	事業内容
（１）映像
　　①タイトル

　　②コンセプト

　　③構成案（チャプター）及び各構成の主なストーリー






※各項目について、出来るだけ具体的に記入してください。

	その他


※上記以外でＰＲしたいことがありましたら、記入してください。


※枠内に収まらない場合は、枠を拡張するか、任意の様式（Ａ４サイズ）により別途、提出してください。
※今回の映像制作にあたり、活用を予定している応募者が保有または使用する素材の一覧表（代表的なもの）を添付してください（様式３－２）。


（様式３－２）

映像素材一覧

提案者名：　　　　　　　　　　
	番号
	名称
	形式
（写真、図面、映像等）

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	

	6
	
	

	7
	
	

	8
	
	

	9
	
	

	10
	
	

	11
	
	

	12
	
	

	13
	
	

	14
	
	

	15
	
	

	16
	
	

	17
	
	

	18
	
	

	19
	
	

	20
	
	


※今回の映像制作にあたり、活用を予定している提案者が保有または使用する予定の素材を記入してください。
（様式４）

経費積算見積書

提案者名：　　　　　　　　　　
	費目
	積算内訳（単価・数量等）
	見積金額

	
	
	

	小計(Ａ)
	
	

	消費税(Ｂ)＝(Ａ)×消費税率
	
	

	合計
(Ｃ)＝(Ａ)＋(Ｂ)
	
	


※必要な項目が記載されていれば、Excelファイルで作成した経費積算見積書でも差し支えありません。
※費目毎に計上する見積金額は、全て税抜き金額としてください。
※「費目」欄は、旅費、謝金、消耗品等の名称を記入して下さい。
※「積算内訳」欄は、可能な限り類、積算根拠（数量、単価等）を明示してください。
※消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨を記載してください。
※枠内に収まらない場合は、枠を拡張するか、任意の様式（Ａ４サイズ）により別途、提出してください。


（様式５）

誓約書


令和　　年　 月　 日


兵庫県知事 齋藤元彦 様
（申請者）
事業者の名称
代表者の職・氏名　　　　　　 　

兵庫県暴力団排除条例（令和２２年条例第３５号（以下「条例」という。））を遵守し、暴力団排除に協力するため、下記のとおり誓約します。

記

１ 条例第２条第１項に規定する暴力団、又は第３号に規定する暴力団員に該当しないこと。
２ 兵庫県暴力団排除条例施行規則（令和２３年公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
３ 契約の履行に係る業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、前二項に該当する者をその受託者としないこと。

















（様式６）

誓 約 書


兵庫県知事 齋藤元彦 様


下記の事項について相違ないことを誓約します。

・兵庫県税について課税実績がないこと。
【理由】（該当するものにチェックを入れてください。）
□ 公益法人等であり収益事業を行っていないため（法人税法第150 条の規定による収益事業開始届を所轄税務署に提出していない。）。
□ 兵庫県内に事務所又は事業所を有しないため。

・収益事業を開始したこと等により兵庫県税が課された場合には、納期内に確実に納付すること。



令和　　年　　月　　日

所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名： 　　　　　　　　　　　　　　　　

